
学校給食費

２０２３年１２月８日

無償化条例
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※１　２０２３年１２月５日現在　実施を表明した自治体を含む
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給食費無償化の状況

昨年１１月の葛飾区からはじまり
２３区では時期などに差はあるが
すべてで実施。
一方、多摩・島しょ地域は多くが未実施。



広がったのに都立は未実施
都議会で学校給食の無償化を求めると…

「国の責任と負担によるべきもの」「各自治体の判断

により実施されているもの」とくり返し答弁。

都立学校の給食費

都内の１０を超える区では、都立特別支援学校に通

う子どもの給食費を、区の負担で無償化。



東京都市長会　都の来年度予算への最重点要望

「居住する自治体によって大きな教育格差を感じるこ

とがないよう、給食費の全額補助を国が実施するま

での間は、都が財政支援すること」を要望。

さらに、知事と区市町村長との意見交換でも、給食

費の無償化についての意見が出される。

市長会も要望



１２月５日の所信表明で、小池知事が、「学校給食費
の負担軽減に大胆に踏み出す」と発言。都民の運動
運動と議会の論戦による重要な一歩。
一方、都の負担は２分の１と報道されており、財政力
が厳しい自治体では、実現できるか不透明。

２分の１補助では不十分

全区市町村で実施できるよう
都として支援が必要。



条例案概要
小中学校等

学校給食無償化を実施する

区市町村に、都が１０分の１０補助

都立学校

東京都の責任で、全額負担


